
調 査 計 画 

１ 調査の名称（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

企業行動に関するアンケート調査 

２ 調査の目的 

  企業が今後の景気や業界需要の動向をどのように見通しているか、どのように行動しようとし

ているかなどについて継続的に調査を行うことで、企業活動の面から我が国経済の実態を明らか

にすることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その

他） 

東京証券取引所のプライム市場及びスタンダード市場、名古屋証券取引所のプレミア市場及び

メイン市場に上場する企業 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数  

 約3,400社 

（２）報告者の選定方法（■全数 □無作為抽出（□全数階層あり） □有意抽出） 

   上場企業名簿（会社四季報、東洋経済新報社発行）を母集団情報として、調査対象の範囲に

含まれる企業を全て選定 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

① 景気・需要見通し

② 採算円レート

③ 設備投資の伸び率

④ 雇用者数の動向

⑤ 海外現地生産比率

〔集計しない事項の有無〕 無□ 有■ 

疑義照会又は審査で用いる事項のため、企業番号、会社名、所在地、調査票記入担当者の集計は
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行わない。 

（２）基準となる期日又は期間 

   調査実施年度の１月 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統  

・配布：内閣府－民間事業者－報告者

・取集：（郵送）報告者－内閣府

 （オンライン）報告者－民間事業者－内閣府 

（２）調査方法 

■郵送調査 ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム □電子メー

ル） □調査員調査 □その他（    ） 

〔調査方法の概要〕 

・内閣府から調査事務を受託した民間事業者が、報告者に対して郵送により、調査票を配布す

る。 

・報告者は、郵送された調査票に記入し、内閣府に郵送により提出する。

・報告者は、政府統計共同利用システムを利用した HTML 形式に記入し、民間事業者にオン

ラインにより提出することも可能。

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期  

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期

□その他（   ）

（１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：    年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

毎年12月中旬～１月中旬 

８ 集計事項（詳細は別添１参照） 

① 景気・需要見通し

② 採算円レート

③ 設備投資（設備投資の伸び率）

④ 雇用者数の動向

⑤ 海外現地生産比率

９ 調査結果の公表の方法及び期日 
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（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法 （■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） □印刷物 □閲覧）

（３）公表の期日 調査実施年度の３月上旬頃 

10 使用する統計基準 

□ 使 用 す る → □ 日 本 標 準 産 業 分 類 □ 日 本 標 準 職 業 分 類 □ そ の 他

（     ） 

■使用しない

東京証券取引所のプライム市場及びスタンダード市場、名古屋証券取引所のプレミア市場及びメイ

ン市場に上場している企業の全てを調査対象の範囲としていることから、報告者の選定に統計基準

を用いる余地はない。集計結果の表章においては、証券コード協議会が定める業種分類（日本標準

産業分類に準拠）を利用する。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

  関係書類名 保存期間 保存責任者 

記入済み調査票 ３年 内閣府経済社会総合研究所景気統計部長 

調査票の内容を記録した

電磁的記録 
永年 内閣府経済社会総合研究所景気統計部長 
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Ⅰ　基本集計

産業別・業種別・資本金規模別回答企業数（構成比）

資本金規模別にみた産業別・業種別回答企業数（構成比）　

１　景気・需要見通し

　　1-1 　我が国の名目経済成長率見通し　令和５年度

　　1-2 　我が国の名目経済成長率見通し　今後３年間（令和５～７年度平均）

　　1-3 　我が国の名目経済成長率見通し　今後５年間（令和５～９年度平均）　

　　1-4 　我が国の実質経済成長率見通し　令和５年度　

　　1-5　 我が国の実質経済成長率見通し　今後３年間（令和５～７年度平均）　

　　1-6 　我が国の実質経済成長率見通し　今後５年間（令和５～９年度平均）　

　　1-7 　業界需要の名目成長率見通し　令和５年度　

　　1-8 　業界需要の名目成長率見通し　今後３年間（令和５～７年度平均）　

　　1-9 　業界需要の名目成長率見通し　今後５年間（令和５～９年度平均）　

1-10　業界需要の実質成長率見通し　令和５年度

1-11　業界需要の実質成長率見通し　今後３年間（令和５～７年度平均）

1-12　業界需要の実質成長率見通し　今後５年間（令和５～９年度平均）

２　採算円レート

　　2-1 　採算円レート　

３　設備投資の伸び率

　　3-1 　設備投資の増減率　今後３年間（令和５～７年度平均）　

４　雇用者数の動向

　　4-1　 雇用者数の増減率　今後３年間（令和５～７年度平均）　

５　海外現地生産比率（製造業のみ）

　　5-1 　海外現地生産比率　令和３年度実績　

　　5-2　 海外現地生産比率　令和４年度実績見込み　

　　5-3　 海外現地生産比率　令和９年度見通し　

　　5-4　 海外現地生産比率　令和４年度実績見込みと令和９年度見通しとの差　

　　5-5　 海外に生産拠点を置く理由　主な理由（構成比）

　　5-6　 海外に生産拠点を置く理由　その他該当理由（構成比）

　　5-7　 海外に生産拠点を置く理由　主な理由＋その他該当理由（構成比）

企業行動に関するアンケート調査（令和４年度）　 

  集計事項一覧 

別添１

4



Ⅱ　クロス集計
〈問1×問1〉

　１　我が国の名目経済成長率見通し別　業界需要の名目成長率見通し　令和５年度
　２　我が国の名目経済成長率見通し別　業界需要の名目成長率見通し　今後３年間（令和５～７年度平均)
　３　我が国の名目経済成長率見通し別　業界需要の名目成長率見通し　今後５年間（令和５～９年度平均）
　４　我が国の実質経済成長率見通し別　業界需要の実質成長率見通し　令和５年度
　５　我が国の実質経済成長率見通し別　業界需要の実質成長率見通し　今後３年間（令和５～７年度平均)
　６　我が国の実質経済成長率見通し別　業界需要の実質成長率見通し　今後５年間（令和５～９年度平均）
　７　我が国の名目経済成長率見通し別　我が国の実質経済成長率見通し　令和５年度
　８　我が国の名目経済成長率見通し別　我が国の実質経済成長率見通し　今後３年間（令和５～７年度平均)
　９　我が国の名目経済成長率見通し別　我が国の実質経済成長率見通し　今後５年間（令和５～９年度平均）
　10　業界需要の名目成長率見通し別　業界需要の実質成長率見通し　令和５年度
　11　業界需要の名目成長率見通し別　業界需要の実質成長率見通し　今後３年間（令和５～７年度平均)
　12　業界需要の名目成長率見通し別　業界需要の実質成長率見通し　今後５年間（令和５～９年度平均）

〈問1×問3〉
　13　我が国の実質経済成長率見通し別 設備投資の増減率　今後３年間（令和５～７年度平均)
　14　業界需要の実質成長率見通し別　設備投資の増減率　今後３年間（令和５～７年度平均)

〈問1×問4〉
　15　我が国の実質経済成長率見通し別　雇用者数の増減率　今後３年間（令和５～７年度平均)
　16　業界需要の実質成長率見通し別　雇用者数の増減率　今後３年間（令和５～７年度平均)

　〈問5(2)×問5(2)〉
　17　海外に生産拠点を置く理由　主な理由別　海外に生産拠点を置く理由　その他該当理由（構成比）
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調査対象企業数
回答
企業数

回収率

（社） （社） （％）

平成 29 (2017) 2,619 1,107 42.3 

30 (2018) 2,669 1,106 41.4 

令和 元 (2019) 2,697 1,131 41.9 

2 (2020) 2,719 1,127 41.4 

3 (2021) 2,710 1,155 42.6 

調査年(度)

上場企業

オンライン
回収率（％）

企業行動に関するアンケート調査 　回収状況(平成29～令和3年度調査）

36.8 

41.0 

44.9 

60.3 

56.6 
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